
特別連載「補聴器の公的助成」第 1 回

日本と世界で広がる
補聴器購入費用助成の格差

2050 年までに難聴者は倍増する推計

難聴への取り組みや難聴者への支援は世界的に大きな課題
となっています。世界保健機関（WHO）は 2021 年、World	
Report	on	Hearing を発表し 1)、その中でどのレベルの難聴
であっても 42%以上が 60歳以上であることを報告し、聞こ
えの問題に苦しむ人が増加傾向にあり、2050 年には 4人に
1人が難聴になっている可能性があると警告を発しました。日
本でも高齢化が進むにつれて、加齢が原因で難聴になる人口が
増えています。システマティックレビューでは、加齢性難聴は
うつ、認知機能低下、転倒リスクと関係することが報告されて
おり 2)	3)	4)、難聴とどう向き合うかは国境を越えた課題となっ
ています。

そこで難聴治療の一環として重要な役割を果たすのが、補聴器
です。難聴早期段階での補聴器装用は、難聴者のコミュニケー
ションを助け、認知機能維持を図るうえでも役立つとの研究報
告があります 5)	6)	7)。図１にあるように欧州では補聴器所有率
（普及率）が高く、難聴自己申告がある方を対象とした定期的
な大規模調査である 2022 年の EuroTrak8) データでは、
デンマーク、イギリス、ドイツ、フランスの補聴器所有率が
40％を超えていることが報告されています。対して2022年の
JapanTrak9) によると、日本は欧州と比べて難聴者率は大き

く変わらないにも関わらず、補聴器所有率は 15.2％と欧州と
大きな開きがあり、また2021年 KoreaTrak10)	で報告されて
いる韓国の 36.6% よりもかなり低い状況です。その要因の
一つに挙げられるのが、公的助成の違いです 11)。補聴器所有率
の高い国の多くは補聴器購入費用の公的助成が日本よりも充
実しており、個人負担が無い、もしくは少なくなっています。
北欧諸国やイギリスでは早い段階から補聴器の無償化を実現
しています。さらに、図１に示すように、欧州各国の補聴器
満足度は70％以上と大変高く8)、日本の満足度50％をはるか
に上回っています9)。
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図１　各国の補聴器所有率（普及率）と満足度 8) -10)



図２で明白になっていますが、各国補聴器所有者のうち助成を
受けて補聴器を購入した人の割合を見てみると、日本で助成を
受けている難聴者の割合は8%と他国に比べて圧倒的に少ない
ことがわかります8)-10)。この原因のひとつは、後述するように
日本では身体障害者福祉法に規定されている高度～重度聴覚障
害者のみが補聴器購入費用の助成を受ける資格があり、他国の
ように医師が必要性を認めれば、軽度・中等度難聴であっても
助成される制度ではないことが挙げられます。補聴器を使用し
たくても費用負担が大きいと尻込みすることが推測されます。

	

難聴児を対象とした補聴器購入費用助成を成人難聴者よりも
手厚くしている国もありますが、ここでは主に成人を対象とし
た補聴器購入費用助成の公的助成について、いくつかの先進
事例を下記に紹介します。表 1 と 2 に情報をまとめています
のでこちらもご覧ください。

イギリスでは軽度難聴以上の人は、公的医療保険であるNHS
（National	Health	Service）から、補聴器を無償で入手でき
ます。アフターケア費用もカバーされており、修理や電池交換
も無料。聞こえが気になった人は、まずはかかりつけ医（GP:	
general	practitioner）や耳鼻咽喉科医師の診察を受け、補
聴器フィッティングは聴覚に関する教育を受け資格を保持する
オーディオロジストが担当します。通常、NHSからは耳かけ
型（BTE）補聴器が提供され、難聴者本人が自由に機能やス
タイルを選ぶことはできません。例えば、IIC（ほとんど見え
ない耳あな型補聴器）などを希望する場合は自費で購入するこ
とになります。2～ 5年後にはNHSを通して新しい補聴器を
再度無料で入手することが可能となっています。

耳鼻咽喉科で軽度難聴以上と診断されれば、公的医療保険を活
用し補聴器を無料で入手するか、民間医療保険を使用し補聴器
を購入して一部助成を受けるかを選択することが可能です。

民間医療保険での補聴器購入費用助成金額は片耳約 8万円、
両耳の場合は約 13 万円となり、助成額よりも高額な機種の
場合は差額を個人負担することになります。公的・民間医療
保険とも電池交換は無料。補聴器入手から 4年後には新しい
補聴器を受け取れるため、聴力やライフスタイルの変化にあわ
せた補聴器を手にしやすいと言えるでしょう。

法定健康保険というシステムを介して公的助成がなされてい
ます。当事者自治の原則に基づき被用者と雇用主が保険料を
負担する「疾病金庫」が保険者となり、企業疾病金庫（BKK）
などさまざまな種類があります。補聴器の無償支給ではなく、
補聴器の購入費用を保険適用にして資金面を支援しています。
耳鼻咽喉科医師から軽度難聴以上と診断された場合、補聴器の
処方に健康保険が適用されます。助成額は法的保険の種類や
難聴度によって異なりますが、補聴器 1台につき約 10 万円
（難聴程度によっては増額）、両耳の場合は約 20 万円が健康
保険でカバーされます。これにより補聴器購入費用の大部分を
まかなえるため、難聴者個人が高額な費用を負担する必要は
ありません。ドイツでは補聴器は「その時の最先端の医療技術
に対応しなければならない」とする判例があり、健康保険対応
の補聴器が旧式にならないようにするための性能基準が設定さ
れています。ただしBluetooth® による無線接続など、より高
機能な補聴器を選ぶ場合は差額を自己負担する必要が生じま
す。補聴器の購入から6年後には新しい補聴器を購入できます。

フランスでは従来、社会保障制度による補聴器購入費用助成が
ありましたが、助成額は片耳あたりおよそ2万 5千円でした。
しかしマクロン政権が 2021 年から補聴器の無償化を実現。
現在のフランスでは、軽度難聴以上と診断された人は無償で
補聴器を入手できます。補聴器はカテゴリ 1とカテゴリ 2に
クラス分けされており、カテゴリ1の補聴器価格は最大約13
万円に設定されています。社会保障制度と健康保険で合計 13
万円を助成するため、カテゴリ 1の補聴器であれば個人負担
は発生しません。カテゴリ 1 には耳かけ型や耳あな型など
すべてのタイプが含まれています。カテゴリ 2 には充電型
補聴器などが含まれ補聴器価格に制限を設けておらず、助成額
からの差額分を個人負担することになります。カテゴリ 1で
も 2でも補聴器購入後は少なくとも年に 2回のアフターフォ
ローを受けられるなど、手厚い支援体制が整備されています。

聴覚障害者として韓国で認定を受けた場合、国民健康保険制度
を通して 5年に 1回、補聴器購入費用助成を受けることが可
能です。2005 年には助成額は補聴器 1台につき約 3万円で
したが、2015 年には約 13万円に大幅に引き上げています。
耳鼻咽喉科医師が発行する補聴器処方箋があれば、聴覚障害者

図２ 各国で 100% または一部助成を受けて補聴器を
購入した割合（参考文献 8) -10) より算出）
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 イギリス 12), 13), 14)

 ドイツ 12), 16) - 18)

 フランス 12), 19)-21)

 韓国 22) - 26)

 デンマーク 12), 15)



国名 公的医療保険と補聴器購入費用助成
【民間医療保険と補聴器購入費用助成】 対象範囲

イギリス 両耳 100%
一般的には軽度難聴以上
（地域により差異あり）

デンマーク
両耳 100%

【片耳		約 8万円、両耳		約 13万円】
軽度難聴以上

ドイツ
片耳  約 10 万円、  両耳  約 20 万円

（注）法定健康保険の種類によって助成額が異なる。
軽度難聴以上

語音明瞭度も考慮

フランス
片耳  約 13 万円、両耳  約 27 万円

（注）社会保障＋公的医療保険を使用。クラス１の
　　		補聴器を選択すると100％カバーされる。

軽度難聴以上
語音明瞭度も考慮

韓国 片耳  約 14 万円、両耳  約 28 万円

以下 3 項目のうち一つの基準を満たせば片耳助成
・両耳平均聴力レベルがそれぞれ60dB以上
・片耳平均聴力レベルが80dB以上、
		もう一方の耳の平均聴力レベルが40dB以上
・両耳の最大語音明瞭度がそれぞれ50％以下

以下 5 項目すべての基準を満たせば両耳助成
19歳未満、両耳平均聴力レベルがそれぞれ80dB未
満、両耳語音明瞭度がそれぞれ50％以上、両耳純音
聴力閾値差が15dB以下、両耳語音明瞭度差が20%
以下

日本

片耳  ポケット型：4 万 1600 ～   5 万 5800 円
片耳  耳かけ型：  4 万 3900 ～   6 万 7300 円
片耳  耳あな型：  8 万 7000 ～ 13 万 7000 円
（注）両耳の場合は片耳の倍額助成。原則助成金額の
　　		1 割は個人負担。骨導型の算定もあり。

両耳平均聴力レベルがそれぞれ70dB以上、もしくは、
片耳が90dB以上でもう片方の耳が50dB以上
語音明瞭度も考慮
職業または教育上等特に必要と認められた場合は両耳
助成

は自身で選んだ補聴器販売店から補聴器を購入できます。採用
した補聴器を耳鼻咽喉科医が検査などで確認した後に、販売店
に助成額が支払われるシステムです。国民健康保険公団が性能
評価をし、適正価格と認定された補聴器の中から、購入したい
補聴器を選択できます。ただし聴覚障害者認定を受ける基準は
両耳聴力がそれぞれ 60dB以上、もしくは片耳が 80dB以上
でもう片方の耳が 40dB以上と、欧州に比べるとやや厳しい
水準になっており、成人難聴者では両耳助成も容易に受けられ
る体制にはなっていません。

障害者総合支援法に基づいて補聴器購入費用を助成する補装具
費支給制度がありますが、他国に比べると十分な助成内容とは
言えません。助成対象は、聴覚障害者と認定され身体障害者手
帳を持っている人です。聴覚障害の程度によって高度難聴用、
重度難聴用の補聴器が支給されます。原則 1割の自己負担が
あり、所得によって負担額は変わります。また聴覚障害と認定

される基準は、平均聴力レベル（4分法）が両耳とも 70dB
以上、もしくは片耳が 90dB以上でもう片方の耳が 50dB以
上の高度～重度難聴者のみで、諸外国に比べて厳しい水準で
設定されています。このため軽度、中等度の難聴で補聴器を
必要としている人は、補装具費支給制度の助成を受けることが
できないのが実情です。自治体によっては軽度、中等度難聴で
の補聴器購入費用助成制度を設定している場合もありますが、
その数は限られており、国の制度ではないため、日本のどこに
住んでも助成が受けられるという体制ではありません。EUで
は2021年に発行されたWHOのWorld	Report	on	Hearing 1)	
に基づき、不当な個人負担にならないような軽度難聴からの
助成を推奨しています。また、日本では両耳助成についても
職業または教育上等必要と認められた場合のみとなっていて、
自治体の助成制度でも両耳助成がない場合も多いです。今後、
「障害者」という枠を取り払い聞こえに困難を感じている人た
ち全体への支援をいかに手厚くするかは、日本の補聴器普及を
高めていく上での課題の一つになっています。

表１　各国の補聴器購入費用助成制度と対象範囲 12) -27)
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国名 助成制度へのアクセス 再度助成を受けられるまでの期間 補聴器修理費用助成

イギリス
かかりつけ医（GP）・耳鼻咽喉科
医師が診察しオーディオロジストへ
紹介

公的医療保険の場合は2～5年、
難聴悪化の場合は早期

公的医療保険：有
民間医療保険：保険が掛けられて
　　　　　　　いる場合は有

デンマーク
聴力検査と紹介で耳鼻咽喉科医師
の診察を受けた後、公的または民
間医療保険でのケアを選択

4年 有

ドイツ
耳鼻咽喉科医師が補聴器の医療処
方箋を発行するが、更新の際は新
しい医療処方箋は不必要

6年 有

フランス
かかりつけ医（GP/family	doctor）
から耳鼻咽喉科医師やオーディオロ
ジストへ紹介

4年 有（ケースバイケース）

韓国 耳鼻咽喉科医師の診察が必要 5年（補聴器1台） 無し（注）メーカー保証のみ

日本 耳鼻咽喉科医師の診療が必要 5年（補聴器1台） 有

表２　各国補聴器購入費用助成制度へのアクセス、更新期限、補聴器修理費用助成 12), 22) -27)
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